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㈱教育プランニング宅建事務局（2019.8.19）

　例年宅建本試験で、問48として出題される「宅地建物の統計等」は、下記のいずれかが、 4
つの肢に分かれて出題されています。
　以下最新のデータに基づいて、データとともに、出題の傾向について述べておきます。

1．地価公示　 ▶直近の出題年度＝25 26 28 29 30

　「地価公示」は、ほぼ毎年肢の 1つとして出題されています。平成27年は出題されませんで
したが、平成28、29年、30年には出題され、「地価公示」は頻出項目には変わりはありません。
　出題内容は、地価の傾向がどのようになっているかを問う問題が多く、その傾向の区分は、
下記の表のように、全国単位・三大都市圏・地方圏、住宅地・商業地・全用途に区分けされて
います。
　数値よりも、傾向も押させておくことが重要です。

▼国土交通省「地価公示」により、平成31年 1月 1日時点における全国の地価動向をみると、
・�全国の平均変動率では、全用途平均・商業地は 4年連続、住宅地は ２年連続で上昇し、
いずれも上昇幅が拡大し上昇基調を強めている。
・�三大都市圏の平均変動率でみると、全用途平均・住宅地・商業地いずれも各圏域で上
昇が継続し、上昇基調を強めている。
・�地方圏の平均変動率では、全用途平均・住宅地が２7年ぶりに上昇に転じた。商業地は
２年連続で上昇し、上昇基調を高めている。

■図表　地価変動率の推移（年間）
住宅地 商業地 全用途

２9公示 30公示 31公示 ２9公示 30公示 31公示 ２9公示 30公示 31公示
全　　　国 0.0 0.3 0.6 1.4 1.9 ２.8 0.4 0.7 1.２
三大都市圏 0.5 0.7 1.0 3.3 3.9 5.1 1.1 1.5 ２.0
東　京　圏 0.7 1.0 1.3 3.1 3.7 4.7 1.3 1.7 ２.２
大　阪　圏 0.0 0.1 0.3 4.1 4.7 6.4 0.9 1.1 1.6
名 古 屋 圏 0.6 0.8 1.２ ２.5 3.3 4.7 1.1 1.4 ２.1
地　方　圏 ▲0.4 ▲0.1 0.２ ▲0.1 0.5 1.0 ▲0.3 0.0 0.4

札幌・仙台・広島・福岡 ２.8 3.3 4.4 6.9 7.9 9.4 3.9 4.6 5.9
そ　の　他 ▲0.8 ▲0.5 ▲0.２ ▲0.9 ▲0.4 0.0 ▲0.8 ▲0.5 ▲0.２

資料：国土交通省「地価公示」
注 1：地域区分は以下のとおり
　　　三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏
　　　東　京　圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域
　　　大　阪　圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域
　　　名 古 屋 圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域
　　　地　方　圏：三大都市圏を除く地域

【参照】　�国土交通省HP　「平成30年度土地に関する動向　令和元年度土地に関する基本的施策　要旨」（令和元年 6
月）第 1部 第 1章 第 2節　地価の動向

■平成30年の地価公示（令和元年 6月公表）
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2．新設住宅着工戸数　 ▶直近の出題年度＝25 26 27 28 29 30

　「新設住宅着工戸数」も、「地価公示」と同様ほぼ毎年、肢の一つとして出題されています。
　出題のポイントとなる着工戸数は、要暗記数値である。また、その傾向、そして、持家、貸
家、　分譲住宅の戸数、傾向まで押さえておいてください。

■平成30年の新設住宅着工戸数（平成31年 1 月31日公表）

　平成30年の新設住宅着工は、持家及び貸家が減少したため、全体で減少となった。

１．新設住宅着工戸数  94２,370戸 前年比では２.3％減となり、 2 年連続の減少

２．利用関係
　　戸数

①持家  ２83,２35戸 前年比　0.4％減、 2 年連続の減少

②貸家  396,404戸 前年比　5.5％減、 7 年ぶりの減少

③分譲住宅  ２55,２63戸 前年比　0.0％増、 4 年連続の増加

3．新設住宅着工床面積 75,309千㎡ 前年比　２.8％減、 2 年連続の減少

【参照】　�国土交通省HP「建築着工統計調査報告（平成30年度計）」（平成31年 1 月31日公表）（政府統計の総合
窓口（e-stat））→年次（公開日2019.01.31）→2018→記者発表資料→PDF

3．土地取引の動向　 ▶直近の出題年度＝25 26 27 29 30

　「土地取引の動向」は、平成30年にも出題された、出題頻度の高い項目です。

土地取引件
数等の推移

土地取引について、売買による所有権の移転登記の件数でその動向をみる
と、法務省「登記統計月報」によれば、平成30年の全国の土地取引件数は
131万件となり、前年に比べると 1万件減（0.7％減）となった。

【参照】　�国土交通省HP　「平成30年度土地に関する動向　令和元年度土地に関する基本的施策　要旨」（令和元年
6月）第 1部 第 1章 第 3節　土地取引の動向より全文引用

4．不動産業の売上　 ▶直近の出題年度＝25 26 27 29 30

　「不動産業の売上」も、上記同様、平成30年は出題された、出題頻度の高い項目です。なお、「不
動産業の売上」は前々年度データより出題されます。

１．不動産業の売上高 平成２9年度の不動産業の売上高は、約43.4兆円（前年度比1.1％増）
となった。

２．不動産業の経常利益 平成２9年度の不動産業の経常利益は、約6.0兆円（前年度比13.8％
増）となった。

【参照】　財務省HP　「法人企業統計調査結果（平成29年度）」（平成30年 9 月 3 日）
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5．宅建業者数　 ▶直近の出題年度＝28

　最近の出題頻度をみると、 3年に 1回の頻度で出題され、29年、30年度は出題されていない
ので、今年は出題の可能性はあるかと思われます。

【業者数は 5年連続で増加】
　業者数は1２4,451業者になり、平成２9年度末の1２3,71２業者から739業者、0.6％増加し
ています。この統計を開始した平成 7年度以降、業者数は減少傾向にあり、平成16年度
と平成17年度は一旦増加に転じたものの、平成18年度からは 8年連続して減少しました。
その後、平成２6年度に 9 年ぶりの増加に転じ、平成30年度末は 5 年連続の増加となって
います。
【参照】　�一般財団法人不動産適正取引推進機構HP→宅建システム→宅建業者と宅建士の統計概要→（1）宅建業

者の統計概要→「平成30年度末�宅建業者と宅地建物取引士の統計について」

6．土地利用の動向　 ▶直近の出題年度＝28

　直近 2年は出題されていないが、平成27、28年と出題されているので今年は出題の可能性が
あると思われます。

　平成２9年における我が国の国土面積は約3,780�万ha�であり、このうち、森林が約２,505
万ha�と最も多く、それに次ぐ農地は前年より減少して約444�万ha�となっており、これ
らで全国土面積の約 8割を占めている。このほか、住宅地、工業用地等の宅地は約195�万
ha、道路は約140�万ha、水面・河川・水路が約135�万ha、原野等が約35�万ha�となって
いる。

【参照】　�国土交通省HP　「平成30年度土地に関する動向　令和元年度土地に関する基本的施策　要旨」（令和元年
6月）第 1部 第 1章　第 5節　土地利用の動向より全文引用
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